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重点施策計画の基本コンセプトについて 

 

１．重点施策計画の位置づけ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

以下、神戸市次期基本計画のあり方懇話会報告書（平成 20 年 11 月）より 

○ 重点施策計画 

 (1) 市民と行政によるまちづくりを戦略的に推進するため、重要度の高い施

策を選択するとともに、その施策を達成するための中核的な事業を重点

事業として明確化する。 

 (2) 重点施策計画には、各主体に対する求心力を確保する観点から、施策・

事業毎に各主体の取組内容を具体的に記載する。 

 (3) このうち行政活動については、率先垂範して活動することを示すため、

最終年次における事業の到達目標を記載する。 

 (4) PDCA サイクルにより計画の進行管理を行うとともに計画を柔軟に更新

新・神戸市基本構想（目標年次 2025 年） 

 

〔都市像〕 

 

〔基本理念〕世界とふれあう市民創造都市 

と も に 築 く 
人間尊重のまち 

福祉の心が通う
生活充実のまち

魅力が息づく
快適環境のまち

国際性にあふれる 
文化交流のまち 

次 代 を 支 え る
経済躍動のまち

実現 

基本計画 

             神戸づくりの指針（目標年次 2025 年） 

重点施策計画  各区計画 

 区の将来像（～2025 年） 

連
携

連携 

実
現

反
映 

2015年度を目標年次とする５年

間の計画 

2015 年度を目標年次とする

５年間の実行計画 

2025 年（平成 37 年）に向けた長期的な神戸づくりの方向性を示す指針 

行財政経営計画 部門別計画 

連携・相互補完

総合基本計画 

神戸市総合基本計画審議会 
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する旨を規定する。 

 

・ その他の記述 

・選択と集中により、簡素で分かりやすくメッセージ性の高い計画の策定

をめざすべき。 

・少子・超高齢化の進展により、今後の財政状況は厳しさを増すことを考

えると、行政と民間の役割や責任の分担を一層明確にすることが必要であ

る。行政は、以前にも増して限られた資源を行政でしか果たせない分野に

集中的に使う必要がある。その一方で、地域で解決できる課題については、

コミュニティやＮＰＯなどの力で、自ら解決できるよう、総合的な支援を

行わなければならない。 

 

２．重点施策計画策定にあたっての基本方針 

①「神戸づくりの指針」においては、今後 15 年間（2011-25 年）で神戸が取り

組むべき政策テーマ及び施策の方向性を広範に示した。 
これを受けて、5 年間（2011-15 年）の実行計画である重点施策計画におい

ては、指針の議論を踏まえつつ、さらなる選択と集中を行い、市民のいのち

やくらしを守るため、ないし将来の神戸の成長・発展のために５年間で特に

注力すべきことを具体的な事業レベルで絞り込んで提示し、あわせて、その

実現のための各主体の役割や数値目標等についても規定する。 
 
② 事業の絞り込みは次の基準で行う。 
1) 課題認識 

社会情勢の変化や市民ニーズの高まり、ないし現行の神戸 2010 ビジョンか

らの積み残しで次期計画においても引き続き取り組んでいくべき課題など

が具体的に存在していること。 
2) 新規・拡充 

上記の課題を解決するため、これまでにない新たな取り組み（新規事業）が

求められていること、またはこれまでの取り組みが必ずしも十分ではないな

ど一層の充実（拡充事業）が求められていること。 
 
③ 本計画に規定する事業の絞り込みや、具体的な記述内容の決定にあたっては、

重点施策計画策定部会における助言や、市民・事業者等の意見を頂きながら

市の原案に対して必要な修正を行い、最終的に総合基本計画審議会（総会）

において議論し承認いただく。 
 
④ 策定後は毎年度、外部有識者等の意見を取り入れつつ達成状況の検証評価を

行い、PDCA サイクルにより進捗管理を行っていく。 
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３．完成形のイメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施策①  ○○○○○○の推進 

現状と課題 

5 年間で実施する新規・拡充事業の内容 
(ｱ) 
(ｲ) 
(ｳ) 

市民・事業者等に期待する主な役割 
・市民は・・・ 
・事業者は・・・ 

5 年後にめざす達成状況 
(ｱ)               （数値目標：       ） 
(ｲ)               （数値目標：       ） 
(ｳ)               （数値目標：       ） 
 

今後 5 年間で、市が特に注力

すべきと考えられる新規・拡

充事業を抽出。 

指針の各部・各章の構成を基

本としつつ、市として重点化

すべき施策を横断的に整理。 

事業相互の連関や

波及効果・相乗効

果等に着目して整

理。 

すべての施策について、協働

と参画による取り組みを具体

的に記載。 

5 年後の達成状況としてめざ

す目標について、数値目標も

含め具体的に記載し、その後

の PDCA に活用する。 
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「重点施策計画（仮称）」策定スケジュール（案） 

 

【審議会】                  【庁内検討等】 

 ５月 14 日 重点施策計画検討部会① 

（検討テーマ） 

 ・重点施策計画の基本的な考え方 

 ・重点化の基準 

 ・最終形のイメージ 

５月 11 日（～28 日）（予定）各局照会 

 ・各局において、今後重点的に検討すべき

と考えている事業を集約 

 ⇒重点施策計画の項目（庁内案）の整理 

６月下旬 重点施策計画検討部会② 

（検討テーマ） 

 ・重点施策計画の項目（庁内案）の審議 

 ・各施策についての記述内容（「肉付け」）

７月以降 各施策ごとの具体的内容策定 

（各種手法） 

 ① 庁内検討＋有識者によるアドバイス 

 ② 部門別計画の審議体制の活用 

 ③ 市民参画（ワークショップ（市政アド

バイザー参加）、各種団体ヒアリング等）

 ⇒重点施策計画（庁内案）の整理 

８～９月 重点施策計画検討部会③～④ 

         ※必要に応じて開催 

（検討テーマ） 

 ・重点施策計画（庁内案）の審議 

 ・ＰＤＣＡの進め方（体制、項目等） 

９月頃 総会④ 

・重点施策計画の検討状況 

 ・各区計画の策定状況報告 

  ・指針中間とりまとめ案への市民意見募集

結果 

11 月頃 総会⑤ 

・基本計画全体の原案公表（指針、重点施

策計画、各区計画） 

⇒パブリックコメントの実施 

２月  総会⑥ 

・基本計画全体の答申案審議（指針、重点

施策計画、各区計画） 

⇒答申 
計画確定・公表 

パブコメをふまえた修正 

5 月 20 日～6 月 21 日 
「指針中間とりまとめ案」へ

の市民意見募集 


